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論文の内容の要旨

大規模自然災害は人間活動に大きな影響を及ぼすが、とくに巨大地震は、発生後瞬時に住民の生活や社会・

経済活動に深刻な打撃を与える。本研究は、巨大地震が発生した際に、地域住民は被害の状況や周辺の環境

をいかに認識し、時間の経過とともにどのような行動をとるのかを時間的、空間的に考察することにより、

コミュニティレベルにおける復旧プロセスを地理学的に解明しようと試みたものである。

研究対象地域は、2004年中越地震によって新潟県でとくに壊滅的な被害を被った)Jl口!UJである。景観観察・

開き取り調査・アンケート調査などのフィールドワークを行うことにより、地震発生後の地域住民の空間的

行動を丹念に調査し、復興の過程において個人や集落をベースとした社会的ネットワークがし、かに機能した

のかを実証的に明らかにした。 フィールドワークでは、住宅のダメージの程度、家族との連絡状況、避難

所への移動時期と時間、救援隊の到着時期、行政のサポート、コミュニティ活動、自立へのアクションなど

について、地震発生後から i時間おきに 30日間のデータを収集した。さらに、住宅デジタル地図、社会経

済的空間属性、デジタル標高モデル (DEM)などの空間データに GIS解析を施すとともに、時間地理学の

手法を用いて、地域住民の空間行動を可視化した。

集落によって、地震発生後の対応や復興に向けての考え方や意識に差違が認められたので、本研究では、

町の中心部(都市化地域)、思辺部(農村地域)、縁辺部(孤立山間地域)に分けて分析し、社会経済的側面、

文化的側面、自然環境的側面、立地条件などから、復興プロセスにおいて地域差が生み出された要因を探っ

た。

時間地理学を適用して、アンケート調査で得られた個人・世帯単位の属性データを分析した結果、地域住

民の空間的行動は、儲人・世帯の属性(年齢や就業形態、ライフスタイルなど)に加え、社会集団としての

等質性、コミュニテイや集落の日常生活、社会組織、伝統、文化などにも強く影響されていることが判明し

た。
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中心部では、地震発生直後は個人や家族を単位とする行動パターンが卓越し、コミュニティとして組織化

された動きは鈍かった。 しかし 2呂田以降、住民の間に仲間意識が生まれて意思の統一が図られ、役所の

職員やレスキュー隊が入ったこともあり、整然とした生活支援体制が構築されてし瓦く。外部の強力なサポー

トがその後の順調な復興を決定づけた。一方、周辺部(農村集落)では、地震発生後、直ちに近隣グループ

が一つのユニットとなって支え合う体制ができあがった。農業活動に従事する住民が多く、農作業などを通

じて常日頃から結束度が高かったためである。強屈な社会ネットワークが住民自立にもとづく迅速な復興の

原動力になった。縁辺部の弘立山間地域では、地域全体が一つのグループになり、強い緋のもと一丸となっ

て独自に復興が進められた。高齢者が多く居住し、もともと棺互扶助意識が強かったことが大きし」この地

域では、地震発生後かなりの期間、外部との接触が遮控rrされ、行政の支援やレスキュー縁が果たした役割は

他と比べて小さかった。周辺部や縁辺部と比べて中心部では、初期段階において復興に向けての結束力が弱

かったが、これは住民の多くが地域外で就業しているため、日常的な交流が希薄であったことが影響してい

る。

地震発生直後に住民がとった行動には個人の属性や家族構成などによりさまざまなパターンがみられた

が、その後の復興プロセスにおいては、コミュニティとしての団結力が大きな役割を演じたことが実証分析

を通じて明らかになった。

審査の結果の要旨

地震発生後の復旧過程に関する従来の研究は、市区町村などの行政単位で考察されることが多く、地域や

集落によって空間的行動や復旧に対する取り組みや考え方が異なることに着自した研究は少なかった。集落

の規模や特性、関係位置、自然環境、社会構造などの地域特性が復興のプロセスに大きく関係していること

を解明した本研究の意義は大きい。定性的なアプローチと定量的なアプローチを組み合わせながら、時間地

理学的手法を援用して、集落を単位とするミクロレベルにおける空間的意思決定過程の構造化を試みた点も

本研究のオリジナリティを高めている。本研究を通じて、欧米と比べて日本では、コミュニティの力が災害

後の復興に大きく寄与することが明らかになった。本研究の遂行にあたって現地の方言を学び、風俗や習慣

が異なるにもかかわらず日本人並みのフィールドワークを行った努力も多としたい。

論文審査ならびに最終試験の結果に基づき、著者は博士(理学)の学位を受けるに十分な資格を有するも

のと認める。
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